
「賃上げ枠」設定事業の概要

（単位：千円）

事 業 名
８年度

当初予算案

うち
賃上げ枠
設定事業

事 業 概 要 所 管 課

1
（再掲）持続可能な地域づく
り推進事業

124,041 18,000

住民の希望を叶え、将来にわたり持続可能な地域づくりを実現するため、地域コ
ミュニティ組織が行う地域課題の解決等に要する経費に対し市町村と連携して助成
するほか、買い物弱者対策などに取り組む市町村を支援する。
　【特】高齢化集落等支援補助における生活支援推進枠の創設
　　　　　補助率　小規模事業者　通 常 枠　2/3（県 7/15　市町村1/5）
　　　　　　　　　　　　　　　　賃上げ枠　3/4（県11/20　市町村1/5）
　　　　　　　　　中小企業　　　通 常 枠　1/2（県 3/10　市町村1/5）
　　　　　　　　　　　　　　　　賃上げ枠　2/3（県 7/15　市町村1/5）

おおいた創生推進課

2
（再掲）九州の東の玄関口と
しての拠点化推進事業

64,668 30,000

九州の東の玄関口としての拠点化を推進するため、県内外を結ぶ陸海空の交通
ネットワークの充実や確保に資する取組を支援する。
　【特】フェリー事業者が行う船員確保や効率化に要する経費への助成
　　　　　補助率　資本金１億円未満　通常枠　２／３　　賃上げ枠　３／４
　　　　　　　　　資本金１億円以上　通常枠　１／２　　賃上げ枠　３／４

交通政策企画課

3 地域公共交通ＤＸ促進事業 96,550 86,550

地域公共交通の効率化や利便性向上を図るため、市町村や事業者が行うＤＸを活
用した業務改善などの取組を支援する。
　・サービスの効率化に向けた運行管理システム導入等に要する経費への助成
　　　賃上げ枠　補助率　１／４（国庫補助に上乗せ）
　　　　　　　　限度額　１００～３００万円（県の補助限度額）
　・ＥＶ車両の導入に要する経費への助成
　　　バス　　　通 常 枠　補助率　1/3以内  (国庫補助と合わせて2/3以内)
　　　　　　　　　　　  　限度額　1,800万円(県の補助限度額)
　　　　　　　　賃上げ枠　補助率　5/12以内 (国庫補助と合わせて3/4以内)
　　　　　　　　　　　  　限度額　2,250万円(県の補助限度額)
　　　タクシー　賃上げ枠　補助率　1/5以内  (国庫補助と合わせて2/3以内)
　　　　　　　　　　　　  限度額　  100万円(県の補助限度額)　など

地域交通・物流対策
室

4 （再掲）物流効率化推進事業 47,466 46,500

持続可能な輸送体制を確保するため、事業者や荷主が行う物流効率化に資するシ
ステムや設備導入、物流拠点の整備を支援する。
　・物流の効率化や生産性向上に資するシステム導入等に要する経費への助成
　　　通 常 枠　補助率　1/3(国庫補助に上乗せ)　　限度額　140万円
　　　賃上げ枠　補助率　1/2(国庫補助に上乗せ)　　限度額　200万円
　・物流拠点の整備・機能強化に要する経費への助成
　　　賃上げ枠　補助率　2/3(国1/2　県1/6)　　　　限度額　400万円　など

地域交通・物流対策
室

※ 　　は「新規事業」、     は「おおいたビジョン加速枠事業」特新

特



「賃上げ枠」設定事業の概要

（単位：千円）

事 業 名
８年度

当初予算案

うち
賃上げ枠
設定事業

事 業 概 要 所 管 課

5
（再掲）障がい者工賃等向上
支援事業

40,184 20,000

　就労継続支援事業所利用者の賃金・工賃向上を図るため、共同受注体制の構築を
進めるとともに、就労継続支援事業所の生産性向上や受注促進を支援する。
　【新】就労継続支援事業所の生産性向上に要する機器整備等への助成の拡充
　　　　（賃上げ枠・高工賃チャレンジ枠の創設、ＩＴ分野等の限度額引上げ）
　　　　　補助率　通常枠　1/2　　賃上げ枠・高工賃チャレンジ枠　2/3
　　　　　限度額　100万円（ＩＴ分野等200万円）
　　　　　※高工賃チャレンジ枠は最低賃金の適用がないＢ型事業所が対象

障害者社会参加推進
室

6
地域再生可能エネルギー導入
推進事業

308,205 26,000

地域への再生可能エネルギーの導入を推進するため、一般家庭や民間事業者が行
う自家消費型太陽光発電等の導入に要する経費に対し助成するとともに、県有施設
の太陽光発電設備の設置に取り組む。
　・太陽光発電（民間事業者）
　　　助成額　通常枠　2.5万円/kW　　賃上げ枠　3.5万円/kW
　　　限度額　200万円

環境政策課

7
（再掲）おおいたグリーン事
業者認証推進事業

84,150 53,000

県内事業者の事業活動における環境負荷を低減し、企業価値の向上を図るため、
脱炭素等を目指す事業者を認証し、効果的な取組を支援する。
　【特】アドバイザーの助言に基づく省ＣＯ２効果の高い設備導入等への助成

　　　　　通 常 枠　補助率　１／２　　限度額　３００万円～６００万円
　　　　　賃上げ枠　補助率　２／３　　限度額　４００万円～８００万円

環境政策課

8
（再掲）地域気候変動対策推
進事業

33,129 6,000

２０５０年カーボンニュートラルの実現に向け、県民の行動変容を促し、温暖化
緩和の取組を強化するとともに、気候変動による影響に備えるため、適応策の普及
促進を実施する。
　【特】事業所における暑熱対策機器等の導入に要する経費への助成
　　　　　通 常 枠　補助率　１／２　　限度額　５０万円
　　　　　賃上げ枠　補助率　２／３　　限度額　７０万円

環境政策課

9
（再掲）循環社会構築加速化
事業

96,710 6,000

循環型社会の構築を図るため、企業等が実施する廃棄物の再資源化などの取組を
支援する。
　【新】収集運搬用トラックの電動車とエンジン車との差額への助成
　　　　　通 常 枠　補助率　１／６（国庫補助と合わせて５／６）
　　　　　　　　　　限度額　２００万円（県の補助限度額）
　　　　　賃上げ枠　補助率　１／３（国庫補助と合わせて１０／１０）
　　　　　　　　　　限度額　４００万円（県の補助限度額）

循環社会推進課

10 経営革新加速化支援事業 50,000 18,000

県内中小企業の持続的・発展的成長を支援するため、経営革新計画の承認を受け
た中小企業の販路開拓や商品改良など付加価値向上に向けた取組を支援する。
　・通 常 枠　補助率　１／２　　限度額　１５０万円
　・賃上げ枠　補助率　２／３　　限度額　２００万円

経営創造・金融課



「賃上げ枠」設定事業の概要
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11
おおいたクリエイティブ活用
促進事業

18,753 6,800

県内中小企業の商品・サービスの高付加価値化を図るため、支援人材の育成や県
内クリエイターとのマッチング等を促進するとともに、商品開発等を支援する。
　・県内クリエイターと協働した商品開発等に要する経費への助成
　　　通 常 枠　補助率　１／３　　限度額　３０万円
　　　賃上げ枠　補助率　１／２　　限度額　４０万円

経営創造・金融課

12
（再掲）おおいたＬＳＩクラ
スター構想推進事業

42,676 3,400

県内半導体関連産業の競争力の強化を図るため、大分県ＬＳＩクラスター形成推
進会議を中心に、技術人材の育成や受注機会の拡大等の取組を支援する。
　【特】展示商談会への個社出展支援の拡充
　　　　　通 常 枠　補助率　１／２　　限度額　　８万円→３０万円
　　　　　賃上げ枠　補助率　２／３　　限度額　４０万円

工業振興課

13
（再掲）自動車関連産業企業
力向上事業

90,387 45,400

自動車関連産業の一層の集積を図るため、大分県自動車関連企業会を中心に、生
産性向上や受注機会の拡大等の取組を支援する。
　【特】取引拡大を見据えた製造ライン増設に要する経費への助成
　　　　　通 常 枠　補助率　１／２　　限度額　　　９００万円
　　　　　賃上げ枠　補助率　２／３　　限度額　１，２００万円
　【特】展示商談会への個社出展支援の拡充
　　　　　通 常 枠　補助率　１／２　　限度額　２０万円→３０万円
　　　　　賃上げ枠　補助率　２／３　　限度額　４０万円

工業振興課

14 医療関連機器産業振興事業 53,720 7,000

県内企業の医療機器産業への参入等を促進するため、大分県医療ロボット・機器
産業協議会を中心に、機器開発や受注機会の拡大等の取組を支援する。
　・展示商談会への個社出展支援
　　　通 常 枠　補助率　１／２　　限度額　３０万円（海外５０万円）
　　　賃上げ枠　補助率　２／３　　限度額　４０万円（海外７０万円）

工業振興課

15
成長志向型ものづくり循環経
済推進事業

75,583 60,000

循環経済への転換を促進し、持続可能なものづくり産業の育成を図るため、産業
廃棄物の発生抑制・減量化・再生利用に取り組む事業者を支援する。
　・産業廃棄物の発生抑制等につながる設備投資に要する経費への助成
　　　通 常 枠　補助率　1/2　　限度額　1,500万円（熱利用のみ　  750万円）
　　　賃上げ枠　補助率　2/3　　限度額　2,000万円（熱利用のみ　1,000万円）

産業ＧＸ推進室

16
（再掲）エネルギー関連産業
成長促進事業

228,205 54,500

県内のエネルギー関連産業の成長を促進するため、エネルギー関連の研究開発等
を支援する。
　【特】燃料電池タクシーの導入に対する助成
　　　　　通 常 枠　補助率　１／８　　限度額　１００万円
　　　　　賃上げ枠　補助率　１／４　　限度額　２００万円　など

産業ＧＸ推進室
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賃上げ枠
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17
（再掲）中小企業等ＤＸ総合
支援事業

100,268 27,000

中小企業等のＤＸを推進するため、各社の課題に応じたきめ細かな支援体制を構
築するとともに、デジタルツールの導入やデータを活用した経営改善の取組等を支
援する。
　・デジタルツールの導入に要する経費への助成
　　　通 常 枠　補助率　２／３　　限度額　２５万円
　　　賃上げ枠　補助率　３／４　　限度額　３０万円

先端技術挑戦課

18
（再掲）ドローン産業振興事
業

39,561 1,000

市場の更なる成長が期待されるドローン産業の振興を図るため、地域課題を解決
するドローンの社会実装や機運醸成等の取組を支援する。
　【特】展示商談会への個社出展支援
　　　　　通 常 枠　補助率　１／２　　限度額　３０万円
　　　　　賃上げ枠　補助率　２／３　　限度額　４０万円

先端技術挑戦課

19
（再掲）県産加工食品高付加
価値化等支援事業

54,440 6,800

物価高騰への対応と持続的な賃上げを促進するため、県産加工食品製造事業者が
行う高付加価値商品の開発や受注機会の拡大等の取組を支援する。
　・展示商談会への個社出展支援
　　　通 常 枠　補助率　１／２　　限度額　３０万円
　　　賃上げ枠　補助率　２／３　　限度額　４０万円

商業・サービス業振
興課

20
（再掲）外国人労働者受入対
策強化事業

63,152 28,000

外国人材の受入れ・定着を推進するため、海外に向けて県内の情報を発信すると
ともに、育成就労制度の開始を見据えた人材育成などに取り組む企業等を支援す
る。
　【特】県内中小企業等が行う外国人材の就業環境整備や日本語教育、技能習得な
　　　　どスキルアップ支援等に要する経費への助成
　　　　　通 常 枠　補助率　１／２　　限度額　　５０万円
　　　　　賃上げ枠　補助率　２／３　　限度額　１００万円

産業人材政策課

21 宿泊業経営力強化加速化事業 30,534 27,000

宿泊事業者の経営力強化を一層進めるため、ユニバーサルツーリズムへの対応、
ＤＸの導入及び人材確保に取り組む事業者に対して支援する。
　・ＤＸの導入など業務効率化の取組に要する経費への助成
　　　通 常 枠　補助率　１／６（国庫補助に上乗せ）　　限度額　１７０万円
　　　賃上げ枠　補助率　１／４（国庫補助に上乗せ）　　限度額　２５０万円
　・手すりの設置などユニバーサルツーリズムの取組に要する経費への助成
　　　賃上げ枠　補助率　１／６（国庫補助に上乗せ）　　限度額　５００万円

観光政策課

22
（再掲）農林水産業労働力支
援体制整備事業

157,821 49,500

中核的経営体の規模拡大を推進するため、農業支援サービス事業体等の活用によ
る労働力の確保に取り組むとともに、人材定着に向けた働きやすい環境づくりを支
援する。
　・働きやすい環境づくりに向けた施設等整備への助成
　　　通 常 枠　補助率　１／２　　限度額　１００万円～５００万円
　　　賃上げ枠　補助率　２／３　　限度額　１４０万円～６７０万円　など

新規就業・経営体支
援課

特

特

特
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23
食品企業連携産地拡大推進事
業

30,549 13,400

農商工連携による農林水産物の付加価値向上・産地拡大を図るため、産地と県内
外の食品・加工企業等が連携した取組を支援する。
　・食品・加工企業等の製造拡大に向けた機械導入への助成
　　　通 常 枠　補助率　１／２　　限度額　４００万円
　　　賃上げ枠　補助率　２／３　　限度額　５４０万円

企業参入・支援室

24 建設産業ＤＸ加速化事業 39,286 30,000

建設産業の更なる生産性向上を図るため、ＩＣＴ建機等の導入に取り組む建設業
者を支援するとともに、ＩＣＴ活用人材の育成等に取り組む。
　・ＩＣＴ建機等の導入に取り組む事業者への助成
　　　ＩＣＴ建機　通 常 枠　補助率　１／２　　限度額　１００万円
　　　　　　　　　賃上げ枠　補助率　２／３　　限度額　１５０万円
　　　ＩＣＴ機器　通 常 枠　補助率　１／２　　限度額　　５０万円
　　　　　　　　　賃上げ枠　補助率　２／３　　限度額　　７５万円

建設政策課


